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序     文 

 

日本国政府は、バングラデシュ人民共和国政府の要請に基づき、「行政と住民のエン

パワメントを通じた参加型農村開発プロジェクト（フェーズ 2）」を行うことを決定し、

独立行政法人国際協力機構（ JICA）は、平成 17 年 6 月から平成 22 年 5 月までの予定

で技術協力プロジェクトを実施しています。 

当機構は、平成 20 年 2 月 22 日から３月 13 日まで、当機構農村開発部第一グループ

水田地帯第三チーム長の伊藤耕三を団長とする中間評価調査団をバングラデシュ国に

派遣し、バングラデシュ国側評価委員と合同で、これまでの活動実績、進捗状況につ

いて評価を行うとともに、今後の対応等について協議しました。 

これらの評価結果は、ミニッツに取りまとめられ、日本国・バングラデシュ国双方

の評価委員の合意のもとに書名交換が行われました。 

この報告書は、今回の評価調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の技

術協力事業を効果的かつ効率的に実施していくための参考として活用されることを願

うものです。 

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上

げます。 

 

平成 20 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

バングラデシュ事務所 

 所長 萱 島 信 子 
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中間評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：バングラデシュ人民共和国 
 

案件名： 
（和）バングラデシュ国 行政と住民のエンパワー

メントを通じた参加型農村開発プロジェク

ト （フェーズⅡ） 
（英）Participatory Rural Development Project (Phase 

II) 
分野：農村開発分野 援助形態：技術協力プロジェクト 
所管部署：バングラデシュ事務所 協力金額（評価時点）： 

先方関係機関： 
（実施機関）地方自治･農村開発･協同組合省 農村

開発協同組合局 農村開発公社（BRDB） 
（協力機関）バングラデシュ農村開発アカデミー、

バングラデシュ農業大学 

協力期間 R/D 締結： 
 2005 年 4 月 28 日 
協力実施機関： 
 2005年6月1日～2010年5月31日
 

日本側協力機関：京都大学東南アジア研究所、ア

ジア経済研究所、特定非営利活動法人シャプラニ

ール＝市民による海外協力の会 
他の関連協力：青年海外協力隊派遣（村落普及員）

１－１ 協力の背景と概要 

バ国では人口の 70％が暮らす農村部においては、縦割り行政の弊害と行政側リソースの不足から、

住民に必要な行政サービスが行き届いているとは言いがたく、また住民のニーズが行政側に十分に

吸い上げられてこなかった。 
こうした問題に対し、日本とバ国の共同研究の経験をもとに村落住民と地方行政を結ぶための戦

略として「リンクモデル」（注）が提案された。次いで JICA 技術協力プロジェクトとして農村開発

プロジェクト（2000～2004 年）が実施され、同モデルが 4 ユニオンで構築された。 
これらに基づき、リンクモデルが郡全体で機能し、その普及体制が整うことを目的として、JICA

及び BRDB は「行政と住民のエンパワーメントと通じた参加型農村開発プロジェクト（フェーズⅡ）」

（PRDP:2）を 2005 年に開始した。 
（注）リンクモデルは村落住民と村落開発にかかわる地方行政機関をつなぎ、開発過程に村落住民

のニーズを取り込むための仕組みである。その構成要素は、（1）各村落単位で構成される村

落委員会（VC）1、（2）ユニオン評議会の議長が長となり、そのメンバー・各GCの代表者・

各省庁の普及員（NBDs普及員）・NGO代表が集まるユニオン調整委員会（UCC）、（3）これら

を結びつける役割を果たすびユニオン開発担当官（UDO）であり、各行政サービス間の調整

を促進し、こうした行政サービスを村落住民につなげるものである。この横のリンクと縦の

リンクの構築においては村落住民のイニシアティブを最重要視している。 
 

運営指導調査団のバ国訪問時に改定された PDM（2006 年 4 月 6 日署名）（付属資料１）に基づく

プロジェクトの枠組みは次の通りである。 
 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 
バングラデシュ国において、地域の特性に応じた仕組みにより、村落住民の意向が反映され

た開発が行われる。 
(2) プロジェクト目標 

村落住民と末端の農村開発行政機関を結び、村落住民の意向が開発に反映される仕組み（リ

ンクモデル）が対象地域において機能し、その普及の体制が整う。 
(3) 期待される成果 

1)  ユニオン調整委員会（UCC）の連絡調整を担うユニオン開発官（UDO）及びオーガナイザ

                                                        
1 VC （village Committee）はプロジェクト実施中に GC（Gram Committee）に名称変更されている。本報告書では PDM のような

公式文書とみなされる書類に記載されている場合を除き、すべて GC として統一して記載した。 
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ー（O）が BRDB の行政官として育成される。 
2)  UCC が、郡、ユニオン（行政村）、村落間の連携を強化する土台として機能する。 
3)  村落開発委員会（VC）を中心として農村住民の開発プロセスへの参加を確保する仕組みが

機能し、この仕組みを通じて住民の生活の質が向上する。 
4)  リンクモデルの実施体制が BRDB において強化される。 
5)  リンクモデル普及のための人材育成の体制が確立される 

(4) 投入（評価時点） 
日本側：  

長期専門家派遣：5 名（73.0 人月） 
短期専門家派遣：6 名 9 回（47.7 人月） 
日本研修員受入：6 名 
交換技術研修参加者数：49 名 
ローカルコスト負担（2007 年 12 月末まで）：43,439,665 TK 

相手国側： 
カウンターパート配置：16 名（196.1 人月） 
土地・施設提供：プロジェクト管理事務所及びフィール度事務所のスペース、リンクモ

デル研修管理センター 
ローカルコスト負担（2007 年 12 月末まで）：19,110,000 TK 

２．評価調査団の概要 

担当業務 氏  名 所  属 
団長/総括 
 

伊藤 耕三 
 

独立行政法人 国際協力機構 
農村開発部第 1 グループ水田地帯第 3 チームチーム長

評価企画 
 

横田 健太郎 
 

独立行政法人 国際協力機構 
バングラデシュ事務所 

調査者 

評価分析 田中 雅子 株式会社 タック・インターナショナル 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) プロジェクト目標の実績 
指標からみたプロジェクト目標の達成状況はプロジェクト実施中間時点として概ね満足のい

くものであり、プロジェクト終了時の達成が見込まれる。 
UCCM はすべてのユニオンで平均 60～70％のメンバーの参加率をもってほぼ毎月開催され、

形成された GC 数及び実施された GC スキーム数も増加しており、リンクモデルが機能し始めて

いる。また、カリハティ郡では UNO 及び各省担当官のリンクモデルに対する評価は高く、郡レ

ベルでの認知度が高まっており、プロジェクト後半で NBDs の連携が強化することにより郡全

体でリンクモデルが機能することが期待される。研修センターでの研修はほぼ計画通り実施さ

れており、カリキュラム策定、研修管理も実施されている。GC 及び MD の活動について、GC
及び MD によって差があると推測されるが、既に自立的に活動をしているグループは少なくな

い。 
リンクモデルの普及については現時点では詳細計画は策定されていないが、BRDB 内に拡大

の検討と計画策定を行う委員会（PRAC）が設置され、同委員会はプロジェクト対象以外の 5 ユ

ニオンでの拡大実施を決定している。 

(2) 成果の実績 
成果１：プロジェクト対象地域の 15 のすべてのユニオンで、UDO 及びオーガナイザーが BRDB

のユニオンレベルの行政官として育成され、リンクモデルの構成要素として機能して

いると言える。 
成果 2：プロジェクト対象地域の 15 のすべてのユニオンで UCC が形成され、ほぼ毎月定期的に

UCCM が開催され、平均で関係者（ユニオン評議会議長・メンバー、GC 代表、NBD
ｓ普及員、NGO）の 60～70％が参加しており、郡、ユニオン、村落間の連携を強化す

る土台として機能しつつある。プロジェクト後半は郡レベルの連携強化が必要である。

成果 3： 「住民の生活の質が向上する」ことについて、形成された GC・MD 数、実施された

GC スキーム数、NBDs 普及員の GC 参加率などからみて、GC から UCCM を通して農

村住民の開発プロセスへの参加を確保する仕組みが機能しつつあると言える。 
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成果 4：LMC は BRDB のリンクモデル推進室としてより、現時点ではプロジェクト事務所とし

て機能しているが、BRDB におけるリンクモデルの評価は高く、その拡大を検討、計

画を策定する委員会（PRAC）が BRDB 内に設置されている。より上位レベルの政府機

関及び関係省庁のリンクモデルの認知度をさらに高めていく必要がある。 
成果 5：リンクモデル研修センターでは、研修計画及びカリキュラムが策定され、研修のモニタ

リング・システムも構築されつつあり、同センターがリンクモデル関係者の人材育成の

中心として機能しつつある。 
 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
本プロジェクトの妥当性は以下の理由から高いと判断される。 

1)  プロジェクトの必要性が高い 
バ国の農村では縦割り行政の弊害と行政資源の不足から村落住民が必要なサービスを十分に

受けられないでおり、地域住民と各省行政機関をつなぐ仕組みを導入、構築することは適切

なものである。現在、リンクモデルは村落レベル及び郡レベルのすべての関係者から評価さ

れている。 
2)  日本のプロジェクトの優位性 

リンクモデルは村落住民の参加と UCCM を通じた村落住民のニーズと各省機関のサービスの

連携に焦点をおいており、これはユニオンレベルの地方行政機関の強化に重点を置いている

他類似プロジェクトにはないものである。 
3)  日本の対外援助戦略及びバ国のニーズと整合性がある 

事前評価調査の時点からバ国の家開発戦略・貧困削減戦略等及び日本の対外援助政策に大き

な変化はない。 
(2) 有効性 

成果の達成状況及びリンクモデルの機能の状況からみてプロジェクトの有効性は高く、プロ

ジェクト終了時にはプロジェクト目標が達成される見込みである。 
「3.1 実績の確認」で述べたとおり、UCCM がプロジェクト対象地域の 15 のすべてのユニ

オンでほぼ毎月開催されており、村落開発活動の連携のプラットフォームとして機能している

と言える。ユニオン評議会メンバー及び各省普及員の約 60％及び GC 代表者の約 80％が UCCM
に参加しており、リンクモデルに対する評価は高い。 
形成された GC 及び MD のすべてが自立的になるには至っていないが、それらの一部はすで

に自分たちの村落の改善のために自らのイニシアティブで活動を行っている。また、関係者の

間には、権利と義務、税の支払い、受益者負担、アカウンタビリティと透明性という意識が芽

生えていると言える。 
一方、上位目標の達成は、通常プロジェクト終了後 3～5 年後のプロジェクトのインパクトと

されており、この年限では難しいと考えられる。BRDB はリンクモデル推進の活動を継続する

計画を持ち、研修センターも関係者の研修に活用される見込みであるものの、農村開発のよう

な分野で新しい仕組みが 3～5 年の期間で全国的に波及するのは難しいと考えられるからである

(3) 効率性 
達成されている成果からみて、投入は効率的に行われたと判断される。 

しかし、UDO 及びオーガナイザーの離職があったことから、新しい人材の採用とその研修とい

う追加業務が発生した。 
(4) インパクト 

プロジェクトの中間評価時点ではインパクトについて判断することは困難であるが、以下の

ようないくつかのプラスの波及効果が見られている。マイナスの波及効果は観察されていない。

予想していなかった正のインパクト 
・2007 年の洪水災害時、カリハティ郡では災害援助物資の配布及び災害復興に UCC 及び GC が

効果的に活用された。 
プロジェクト対象地域の近隣ユニオンの村落住民が PRDP2 及びリンクモデルに関心を持つよ

うになり、URDO はこれらの近隣住民やユニオンから情報提供の依頼を受けている。 
(5) 自立発展性 

中間評価時点においては、以下の点から活動の自立発展性はある程度高いと判断される。 
1)  BRDB はリンクモデル実施拡大の準備を開始している 
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2007 年 1１月、BRDB 内に設置されたリンクモデル拡大のための委員会（PRAC）は、リン

クモデルの 5ユニオンでの拡大実施とこれらの地域のUDOの任命をBRDB自らの資金で行う

ことを決定している。さらに BRDB はリンクモデルのさらなる拡大のためのプロジェクト提

案書の策定を表明している。 

2)  プロジェクトの自立発展性確保に関しては、以下の点に言及する必要がある。 
・LMTC において、専門家の技術移転の対象となる実質的カウンターパートを明確にする

ことが必要である。 
・プロジェクト対象地域では UDO はリンクモデル継続のための重要な要素である。しか

し、現段階ではプロジェクト終了後にそのポストがどのような形で確保されるかどうか

明らかになっていない。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
特になし。 

(2) 実施プロセスに関すること 
(3) 派遣された専門家のほとんどはベンガル語ができ、ベンガル語でそのカウンターパートやプロ

ジェクト･スタッフ、さらに現場で裨益者と意思疎通ができたこと。 
(4) インドにおける技術交換研修がユニオン評議会議長・書記及び UDO のボトムアップの概念に対

する理解をいっそう進めたこと。 
(5) リンクモデルはその仕組みの中に、ユニオン評議会及び村落住民に対するインセンティブ（GC

スキーム及び UCC スキーム）があり、これらがリンクモデルのエントリーポイントとなってい

ること。 
(6) 現場レベルで JOCV がプロジェクトの触媒として活動していること。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
特になし。 

(2) 実施プロセスに関すること 
プロジェクトの初期において、BRDB 側の人員雇用（UDO、O）及び研修実施、地域事務所立

ち上げ（事務所改装を含む）、研修運営管理体制の構築、現場モニタリング体制の構築等、フェ

ーズ 1 からのスケールアップに対応するための現場での業務実施体制の整備に多くの時間を要

した。 

 

３－５ 結論 

フェーズⅠに引き続いて実施された本プロジェクトは郡レベルでのリンクモデルの構築とその仕

組みを機能させることを、さらにリンクモデルの拡大の準備を目的としている。プロジェクトの中

間評価の時点では、プロジェクト活動はほぼ計画通りに実施され、リンクモデルが機能し始めてい

る。これは UCCM がユニオンレベルの関係者の参加を得てほぼ毎月定期的に開催され、多くの関係

者が UCCM 及びリンクモデルを開発に有用と認めていることからも明らかである。特にカリハティ

郡では、郡レベルの各省（NBDs）担当官もリンクモデルを評価しており、リンクモデルの認知度も

高いと見受けられる。 
プロジェクト後半は、将来の拡大にむけてのリンクモデルの運用システム及び人材育成システム

の強化が課題である。 
 

３－６ 提言 

(1) PRDP2 により得られた知見･情報のとりまとめ 
活動の持続性を確保するために、プロジェクト活動で得られた知見と経験をとりまとめ、計

画･実施･実施過程のモニタリングを標準化することを提言する。マニュアル、ガイドライン及

び事例研究などの資料作成及び改定にあたっては以下の点に留意する必要がある。 
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1)  ガイドライン及びマニュアル 
メヘルプール郡及びティタシュ郡における活動は主に BRDB スタッフにより管理されてお

り、BRDB 側による将来の実施に参考となる有益な知見と経験をとりまとめることができる

と考えられる。ガイドライン及びマニュアルの策定にあたって、プロジェクトはこれらの地

域についての詳細な検討を行い、教訓を導きだすことを考慮する。 
2)  事例研究 

成功事例を含む事例研究を、将来の他の地域での実施の参考のために取りまとめる。 
3)  インパクト調査 

プロジェクトの主要な目的はリンクモデルの構築とバングラデシュの地方行政システムの

改善にあるが、プロジェクトの裨益者へのインパクトを測ることは重要である。したがって、

ベースライン調査結果に基づくインパクト調査を実施することを提言する。 
(2) リンクモデルの適切な改良 

プロジェクトにより多くの努力がなされてきているが、将来の BRDB による実施にむけてリ

ンクモデルの適切な改良を検討することを提言する。すなわち、リンクモデルのすべてのプロ

セスの最小限度化、単純化、標準化がマニュアル及びガイドラインに反映されるようにするこ

とである。 
(3) リンクモデルの段階的拡大 

BRDB によるリンクモデルの拡大は、対象地域の地域特性を考慮し、段階的に拡大すること

が望ましい。 
(4) UDO 及びオーガナイザーの継続 

UDO 及びオーガナイザーはリンクモデルの重要な要素であり、将来の BRDB によるリンクモ

デル実施には専任の UDO 及びオーガナイザーの継続的な任命が必要である。 
(5) 詳細技術移転計画の必要性 

将来のリンクモデル実施にむけての BRDB の能力開発のために、日本人専門家による技術移

転の詳細計画を策定し、日本側とバングラデシュ側でその明確な道筋を共有することを提言す

る。したがって、LMTC で専門家が技術移転を行うための実質的なカウンターパートを明確に

する必要がある。また、BRDB は将来のリンクモデルの実施に先立ち LMTC の研修のための適

格な人材を任命する必要がある。 
(6) 各省庁（NBDs）の取り込み 

NBDs はプロジェクトのカウンターパートと同じ役割を担っており、郡レベルでの連携にお

いてさらに留意が必要であり、村落住民がさらに裨益するように NBDs の参加を強化する必要

がある。 
(7) 地方統治支援プログラム（LGSP）との整合性 

地方統治支援プログラム（LGSP）は PRDP2 と同一のユニオンを対象としており、LGSP の活

動との一定の整合性を維持すること及びフィールドレベル及び中央レベルの両方において連携

と協力を強化することを提言する。 
(8) 合同調整委員会（JCC） 

政府開発関連部局のかかわる総合農村開発プロジェクトであるので、JCC の定期的開催によ

り中央レベルにおける調整を推進するべきである。プロジェクト及びバ国側関係者は計画通り

JCC を開催する必要がある。 
(9) PDM 及び PO 

プログラム関係者と PDM について協議した結果、調査団は PDM を付属資料 6 のように改定

することを提言する。PO は同 PDM に沿って改定されるものとする。 
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第１章 評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

(1) 背景  
バングラデシュ国（以下、バ国）では貧困層の約80％が農村部に居住しているが、

縦割り行政の弊害やリソースの不足から教育・保健衛生等のサービスが十分に農村

住民に行き届いておらず、経済的貧困だけでなく教育・保健衛生面における社会的

貧困も深刻な問題となっている。また、地方行政が未発達であるため、住民の要望

を行政側が吸い上げる仕組みが機能しておらず、住民の地方行政への参加意識は醸

成されにくい状況にある。  

このような状況の中、 JICAは1980年代からの研究協力を通じ、行政と住民を結び

つけるアプローチ（縦のリンク）と、各行政サービスを結びつけるアプローチ（横

のリンク）に着目し、村落住民に対して適切な行政サービスを提供するための農村

開発の仕組み「リンクモデル」の構築を図ってきた。2000～2003年度には技術協力

プロジェクト「住民参加型開発行政支援（PRDP）」（以下、フェーズ1）を実施し、

タンガイル県カリハティ郡の4つのユニオンにおいて同リンクモデルを導入・実施

した結果、プロジェクトを通じて村落住民のニーズにあった普及サービスが効率的

に実施されたことが実証された。  

バ国政府は、リンクモデルの定着と拡大を目的とした更なる協力の実施を我が国

に要請し、これを受け、 JICAはバングラデシュ農村開発公社（以下、BRDB）をカ

ウンターパート機関として、タンガイル県（12ユニオン）、メヘルプール県（2ユニ

オン）、コミラ県（2ユニオン）の3県 16ユニオンにおいて、2005年6月から 5年間の

予定で本プロジェクト（フェーズ2）を開始した。フェーズ1ではリンクモデルの有

効性がユニオンレベルで実証されたのに対し、フェーズ2では1郡全体を対象として、

同モデルの定着及び汎用性・実用性の高いモデルを形成することを目指している。 

 
(2) 目的  

今般、5 年間の協力の中間時点にあたって、プロジェクトの進捗のモニタリング、

バングラデシュ政府との合同評価の実施、プロジェクトの枠組みの検討、及び日本

側及びバングラデシュ（以下「バ」）側の両者がとるべき方策についての提言を行

うことを目的に中間評価調査を実施した。  
具体的な調査目的は以下のとおり。  

1）これまでに実施した協力活動について、当初計画に照らし、現時点での投入実

績、活動実績、計画達成度を評価する。  

2）計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性）の観点からバ国側関係者とともに評価を行う。  

3）プロジェクト後半の活動計画についてプロジェクトチーム及びバ国側関係者と

協議し、特に残り期間の活動方針、成果の持続性を確保するための具体的方策

を検討し、関係者で合意する。  

4）評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめ、バ国側関係者
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と署名・交換する。  

 

１－２ 調査機関及び日程  

調査期間は 2008 年 2 月 22 日から 3 月 13 日までで、日程は下表のとおりである。  

 

 
月日 

（曜日）  
伊藤  

（総括）  
横田  

（評価企画）  
田中  

（評価分析）  

１  
2 月  

22 日  
金  

  移動（成田－バンコ
ク）  

2 23 日  土  

  
 
15:00 JICA 事務所打

合せ  

移動（バンコク－12:10
ダッカ）  
15:00 JICA 事務所打

合せ  

3 24 日  日  

  9:00 BRDB にてイン
タビュー（DG, 
PD, JICA 専門
家ほか ) 

4 25 日  月  

  7:00 ティタシュへ
移動  

9:00 現地調査（フィ
ールド事務所
視察、C/P・
UDO・JOCV･プ
ロジェクトス
タッフのイン
タビュー、UP
議長インタビ
ュー、GCM 視
察）  

17:30 ダッカへ移動  

5 26 日  火  

  7:30 カリハティへ
移動  

10:00 現地調査（フィ
ールド事務所
視察、C/P・
JOCV･プロジ
ェクトスタッ
フ・UNO のイン
タビュー、
UpDCC 視察）  

6 27 日  水  

  9:00 研修管理セン
ター視察  

 C/P・プロジェ
クトスタッ
フ・インタビュ
ー  

 UCCM 視察、GC
メンバー・MD
メンバーのイ
ンタビュー、  

7 28 日  木  

  9:00 カリハティ事
務所にて週例
会議視察、
UDO/O インタ
ビュー、NBDs
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 月日 
（曜日）  

伊藤  
（総括）  

横田  
（評価企画）  

田中  
（評価分析）  

担当官インタ
ビュー  

14:30 ダッカへ移動  
17:30 JOCV インタビ

ュー  
8 29 日  金    資料取りまとめ  

9 
3 月  

1 日  
土  

  資料取りまとめ  

10 2 日  日  

移動（成田－バンコ
ク）  

 9:00 JICA 事務所に
て打合せ  

10:00 BRDB にてメヘ
ルプール郡
C/P・UDO イン
タビュー  

15:00 資料取りまと
め  

11 3 日  月  

移動（バンコク－ダッ
カ）  
15:00 JICA 事務所打

合せ  

 
 
15:00 JICA 事務所打

合せ  

午前  資料取りまと
め  

15:00 JICA 事務所打
合せ  

12 4 日  火  

9:30 B RDB 表敬  
11:30 ERD 表敬  
14:00 RDCD 表敬・ヒアリング  
14:30 LGD 表敬・ヒアリング  

13 5 日  水  

午前  資料とりまとめ  
14:00 第 1 回合同評価委員会（BRDB にて）  

1) イントロダクション  
2) PRDP2 プロジェクト・ダイレクターによるプロジェクト概要説

明  
3) 評価概要説明（日本側）  
4) 協議・質疑応答  

14 6 日  木  9:00 資料取りまとめ  
14:00 JICA 専門家インタビュー・協議  

15 7 日  金  資料とりまとめ  

16 8 日  土  7:30 移動（ダッカ－カリハティ）
10:30 現地調査  

資料とりまとめ  

17 9 日  日  9:00 現地調査  
16:30 移動（カリハティ－ダッカ）

資料とりまとめ  

18 10 日  月  9:00 調査団協議、合同評価報告書及びミニッツ作成  
午後  プロジェクト・チームと評価結果について協議（BRDB にて）  

19 11 日  火  

午前  第 2 回合同評価委員会  
14:00 合同調整委員会（ JCC）  
15:30 ミニッツ署名  
19:30 BRDB レセプション  

20 12 日  水    移動（ダッカ－バンコ
ク）  

21 13 日  木    移動（バンコク－成
田）  
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１－３ 調査団の構成  

担当業務 氏 名 所   属 

総 括 伊藤 耕三 独立行政法人国際協力機構 

農村開発部 第 1 グループ水田地帯第 3 チーム チー

ム長 

評価企画 横田 健太郎 独立行政法人 国際協力機構 

バングラデシュ事務所 

評価分析 田中 雅子 株式会社 タック･インターナショナル 

 
１－４ 合同評価チーム 

氏   名  所   属  
（バングラデシュ側）  
ムイズル・シャハーン・カーン  
Mr. Muizul Shahan Khan 

計画省評価･モニタリング実施局  
Director (Rural Develpment), IMED 

ムハメド・シャジャハーン・カンダケル
Dr. Md. Shahjahan Ali Khandaker 

地方自治･農村開発･協同組合省  
農村開発協同組合局農村開発協同組合局 
Deputy Chief, RDCD 

ナスリーン・アクタル・チョウドリー  
Ms. Nasreen Aktar Chowdury 

財務省経済関係局  
Deputy Secretary, ERD 

（日本側）  
伊藤 耕三  独立行政法人  国際協力機構  

農村開発部  第 1 グループ水田地帯第 3 チ

ーム  
チーム長  

横田 健太郎  独立行政法人  国際協力機構  
バングラデシュ事務所  

田中 雅子  株式会社  タック･インターナショナル  

 

１－５ プロジェクトの概要 

運営指導調査団のバ国訪問時に改定された PDM（2006 年 4 月 6 日署名）（付属資料

１）に基づくプロジェクトの枠組みは以下の通りである。  
(1) 上位目標  

バングラデシュ人民共和国において、地域の特性に応じた仕組み（リンクモデル

により、村落住民の意向が反映された開発が行われる。  
(2) プロジェクト目標  

村落住民と末端の農村開発行政機関を結び、村落住民の意向が開発に反映される

仕組み（リンクモデル）が対象地域において機能し、その普及の体制が整う。  
(3) 期待される成果  

1）  ユニオン調整委員会（UCC）の連絡調整を担うユニオン開発官（UDO）及びオ

ーガナイザー（O）が BRDB の行政官として育成される。  
2） UCC が、郡、ユニオン（行政村）、村落間の連携を強化する土台として機能す

る。  
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3） 村落開発委員会 (VC) 1 を中心として農村住民の開発プロセスへの参加を確保す

る仕組みが機能し、この仕組みを通じて住民の生活の質が向上する。  
4） リンクモデルの実施体制が BRDB において強化される。  
5） リンクモデル普及のための人材育成の体制が確立される  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
1  VC （Village Committee）はプロジェクト実施中に GC (Gram Committee)に名称変更されている。本報告書で

は PDM のような公式文書とみなされる書類に記載されている場合を除き、すべて GC として統一して記載し

た。  
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価の枠組み  
中間評価は通常の JICA のプロジェクト評価と同様、PDM 及び PO に基づき行われ

た。  
すなわち、PDM 及び PO に記載された投入が計画通り行われ、計画された活動が実

施され、意図した成果を上げ、プロジェクト目標が達成されつつあるかどうかを評価

し、その実施過程での問題の活動及び成果達成への影響、活動及び成果達成の貢献及

び阻害要因についても検討する。また、PDM 自体の因果関係の論理性も検証する。さ

らに評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）という視点で

評価し、判断する。これら評価を総合して、日本側及びバ国側に対して、プロジェク

トに関する提言を行う。  
上記の評価の枠組みについてバ国側と合意した上で、評価はバ国側との PRDP2 合同

中間評価として実施された。  
 

２－２ 評価の基準 

２－２－１ 実績及び実施プロセス  
(1) 実績  

プロジェクトが実施された結果何が達成されたのかを把握し、それが期待通りで

あるかを判断する。具体的には目標（プロジェクト目標及び上位目標）の達成度、

成果の算出状況、投入の実施状況などを測定し、計画時に立てられた目標値との比

較を行う。 

(2) 実施プロセス  

プロジェクトに実施過程全般を見る視点である。活動は計画通りに行われている

か、プロジェクトのマネジメントは適切に行われているか、プロジェクト内の人間

関係に問題はないか、受益者の認識はどのように変化したかなどを見る。すなわち、

プロジェクトを実施する過程で何が起きているのかを把握し、当初の計画通りに活

動が実施され、成果に結びついているのかどうか確認すると共に、実施プロセスの

何が成果や目標達成に影響を当てているのかを検証する。  
 
２－２－２ 評価 5 項目  
(1) 妥当性  

妥当性はプロジェクトの正当性や必要性を問うもので、プロジェクトが目指して

いる効果（プロジェクト目標や上位目標）が、現時点においてもバ国の国家開発政

策や農村開発計画、日本の援助政策と整合性があるかどうか、バ国の農村開発分野

の課題解決策として適切か、プロジェクトの戦略･アプローチは妥当かを問う視点

からの評価である。  
(2) 有効性  

有効性はプロジェクトの効果を問うもので、プロジェクトによって産出された成

果によりどの程度プロジェクト目標が達成されたのか、あるいは達成が見込まれる

かを問う視点からの評価である。  
(3) 効率性 

効率性はプロジェクトの実施過程の中でさまざまな投入が効率的に成果に結びつ
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いたかどうか、もっと効率的な手段（より低いコストで達成できる代替手段あるい

は同じコストでより高い達成度を実現する代替手段）がなかったかどうかを問う視

点からの評価である。  
(4) インパクト  

インパクトはプロジェクト実施によりもたらされる長期的、間接的あるいは波及

的効果を問う視点である。プロジェクトの上位目標に対する影響、直接･間接的な

影響･変化、予期しなかった望ましい（プラス）あるいは望ましくない（マイナス）

の影響・変化などの視点が含まれる。  
(5) 自立発展性  

自立発展性は JICA の協力終了後の持続性を問うもので、援助が終了してもプロ

ジェクトで発現した効果が持続するかどうか（あるいは持続する見込みがあるかど

うか）を問う視点である。  
 

２－３ 評価手順 

中間評価は、日本国内での事前調査及びプロジェクトサイトの視察を含む現地調査

を実施して、総合的な調査を実施した。  
事前調査では、PDM（R/D 署名時の PDM 及び運営指導調査団のバ国訪問時に改定、

R/D 署名された PDM）及びこれまでのプロジェクトにかかわる調査団報告書（フェー

ズⅠ終了時評価報告書、事前評価資料、運営指導調査報告書、プロジェクト四半期進

捗報告書、専門家報告書等）をレビューした。またこれらに基づき、評価調査表及び

評価質問票を準備した。  
評価に必要なデータ・情報収集は、プロジェクトによる中間評価事前資料、プロジ

ェクト報告書、プロジェクト活動で作成された調査報告書や調査データ等の既存資料

の活用のほか、質問票の回答に基づいたプロジェクト関係者（ JICA 専門家及びカウン

ターパート（C/P）等）への個別インタビューやグループ・インタビューを実施して

行った。さらに、プロジェクト対象地域での視察及び関係者へのインタビューによっ

ても情報を収集した。  
調査の最終段階ではプロジェクト関係者が合同で評価内容を検討し、最終的な評価

案を作成すると共に、評価結果を共有する会議（ JCC）を開催した。  
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第３章 評価結果  
 
３－１ プロジェクトの実績 

３－１－１ 投入の実績 

2005 年 5 月のプロジェクト開始から中間評価時点（ただしプロジェクト運営経費に

ついては 2007 年 12 月）までに、日本側及びバ国側から以下のような投入が行われた。  
 

日本側の投入  
(1) 専門家  

技術移転のために長期及び短期専門家がプロジェクトに派遣されている（ミニッ

ツの Annex 4-1）。  
(2) 資機材供与  

資機材は計画どおり供与されている。2007 年 12 月末までに供与された資機材の

リストはミニッツの Annex 4-4 のとおりである。  
(3) 日本への研修員受け入れ及び技術交換研修  

2005 年（日本予算年度）に 6 名の研修員を日本へ受入れた。2007 年度（日本予

算年度）は 2 名を受け入れる予定である。また、2006 年度及び 2007 年度（日本予

算年度）に計 49 名のプロジェクト関係者を対象に第三国（インド）技術交換研修

を実施した（ミニッツの Annex 4-3）。  
(4) プロジェクト運営経費  

プロジェクト･スタッフ及びカリハティ郡の GC スキーム資金を含む日本側が負

担したプロジェクトの運営経費（2007 年 12 月末まで）はミニッツの Annex 4 -6 の

とおりである。  
 

バ側の投入  
(1) カウンターパート  

JICA 専門家に対するカウンターパートが配置されている（ミニッツの Annex 4-2）。 
(2) プロジェクト運営経費  

UDO 及びオーガナイザーの給与及びメヘルプール郡及びティタシュ郡の GC スキ

ーム資金を含む、バ側が負担したプロジェクト運営経費はミニッツの Annex 4 -7 の

とおりである。  
(3) 事務所等の提供  

プロジェクト事務所及び 3 ヶ所のフィールド事務所のためのスペース、及びプロ

ジェクトの研修センターが提供されている。 

 

３－１－２ 成果の実績 

PDM（2006 年 4 月 6 日改定）（付属資料 1）に記載された成果指標の達成状況は以

下の通りである。  
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(1) 成果 1. 「ユニオン調整委員会（UCC）の連絡調整を担うユニオン開発官（UDO）
及びオーガナイザー（O）が BRDB の行政官として育成される。」  

指  標  達成状況  

1.UDO 16 名と O 16
名 が リ ク ル ー ト
される  

達成されている。  
・2005 年 10 月に 16 名の UDO と 16 名のオーガナイザーが適
切な手続きで採用された。2008 年 3 月現在、16 名の UDO と
16 名のオーガナイザーがプロジェクトで働いている。  
・採用後の離職者は予想外に多い（現在までに計 43 名採用し、
11 名離職）。  

2.80％の UDO と O
が プ ロ ジ ェ ク ト
週 例 会 議 と 隔 月
プ ロ ジ ェ ク ト 連
絡 会 議 に 出 席 す
る  

達成されている。  
・UDO とオーガナイザーは週例会議及び四半期プロジェクト
全体会議（注）に出席している。  
（注）プロジェクトの開始時に隔月会議でなく四半期会議と
することが決められた。  

3.UDO が BRDB に
月 間 報 告 を 提 出
する  

達成されている。  
・UDO 及びオーガナイザーは URDO 報告書を提出し、URDO
はこれをまとめて LMC に提出している。これらは LMC でま
とめられてプロジェクト報告書として BRDB に提出されてい
る。さらに BRDB は RCDC に報告することになっている。こ
のように、報告システムはほぼ確立されている。  

4. 研 修 を 受 け た
UDO、O の数  

達成されている。  
・採用された UDO 及びオーガナイザーは計画通り研修を受
けている。研修は有用であると評価されている。  
・しかし UDO の中に能力差があり、それぞれに対応した研
修の必要性が認識され、その検討がなされている。  

 
 
(2) 成果 2. 「UCC が、郡、ユニオン（行政村）、村落間の連携を強化する土台として

機能する。」  
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指  標  達成状況  

1.16 の UCC が正式
に形成される  

 

達成されている。  
・PRDP2 で新しくリンクモデルが開始されたユニオンでは
2006 年 1 月に最初の UCCM が開催された。現在 15（注）の
すべてのユニオンで UCC が形成され、UCCM が定期的に開
催されている。  
（注）ユニオンの数はプロジェクト開始直前にカリハティ郡
のユニオン数が 12 から 11 になったので、対象ユニオン数は
15 となっている  

2. 関 係 者 の 出 席
（UP 60%, NBDs 
60%, VC(=GC) 
70%, NGOs 60%）

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況であり、プロ
グラム終了時の達成が見込まれる。  
・2007 年 10 月現在で、NBDs を除く関係者の参加率は平均で
約 60％、MBDs は 60％よりやや低い。GC 代表者の参加率は
平均 70％以上で最も高い。ただし、参加率はユニオンにより
バラツキがある。  

3.16 ユニオンに掲
示板が設置され
る  

 

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況である。  
・設置された掲示板数は GC 数を上回っており、2008 年 1 月
現在で 415 である。  
・掲示板は原則として GC が形成された村落内に設置される
が、ユニオン事務所の前、市場、幹線道路に沿った場所など
にも設置されている。  

4.掲示された情報
数  

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況である。  
・掲示板は活用されていると言える。  
・単純に計算すると、全体で掲示板当りの掲示情報数は 1 ヶ
月平均 4 件である。  

5. 研 修 を 受 け た
UCCM の参加者
数 （ UP, NBDs, 
VC(=GC), 
NGOs）  

 

対象 3 郡の UCCM メンバーに対する研修が行われつつあり、
ほとんどがプロジェクト終了時までに研修を受けることにな
っている。  
・NBDs 総数の 40％、GC 代表総数の 23％が既に研修を受け
ている。2007 年 10 月現在、カリハティ郡の UP 議長及び UP
書記官も研修を受けている。  
・NGO に対する研修コースは実施されていないが、NGO の
UCCM への参加は増加しているのでプロジェクトは NGO へ
の研修の提供は必要ないと判断している。  

6.PRDP が UpDCC
の議事録に記載
される  

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況である。  
・カリハティ郡及びティタシュ郡では UpDCC の 2 回に 1 回
弱の割合で PRDP2 が取り上げられており、郡レベルで PRDP2
が認識されてきていることを表していると考えられる。  
・メヘルプール郡では PRDP2 は UpDCC には取り上げられて
いなかったが、状況は改善されつつある。  

 
 
(3) 成果 3. 「村落開発委員会（VC=GC）を中心として農村住民の開発プロセスへの

参加を確保する仕組みが機能し、この仕組みを通じて住民の生活の質
が向上する。」  
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指  標  達成状況  

1.各ユニオンで VC
（ =GC）が 60%
の村で形成され
る  

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況である。  
・各ユニオンで違いはあるが、 2007 年 10 月現在の平均は
52.5％である（最小 24％、最大 129％）。プロジェクト終了時
までに達成される見込みである。なお、2008 年 1 月現在の
GC 数は 213 である。  

2.開催された VCM
（=GCM）数  

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況である。  
・2007 年 9 月及び 10 月の、形成された GC 数に対して開催
された GCM の割合の平均は、カリハティで 68％及び 69％、
メヘルプールで 100％お酔い BRDB87％、ティタシュで 71％
及び 75％であった。  
・プロジェクト活動から得られたデータと経験より、開催率
70％であれば十分なものであると（プロジェクトでは）判断
している。  

3.形成された女性
部会（MD）数  

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況である。  
・2008 年 1 月現在で形成された GC 数 213 に対して MD 数は
100 である。1 ユニオン当りの MD 数は平均で 6.7 であるが、
ユニオンにより違いがある。  
・プロジェクトはすべての GC に MD を形成することを目的
としてはいない。MD 数の増加だけに拘るのではなく、必要
に応じて女性の声が GC に反映されるよう図り、優れた MD
活性事例をモデルとして、他の MD や農村女性に提示してい
くことを目指している。  

4.UCCM に提出さ
れた VC（=GC）
スキーム計画書
数  

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況である。  
・2007 年 10 月現在で、カリハティ郡、メヘルプール郡及び
ティタシュ郡の GC スキーム提案書数は、それぞれ 103、33
及び 22 で、総計 158 である。GC スキーム提案数は毎年増加
している。  
・一方で GC スキームのために GC が形成され、スキーム実
施完了でその活動を停止する GC も散見されていたが、状況
は改善されつつある。  

5. 実 施 さ れ た VC
（=GC）スキー
ム数  

上記と同じ  
（スキーム提案書数と実施数はまったく同じである。）  

6. VCM （=GCＭ）
に参加した各省
（NBDs）普及員
数  

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況である。  
・2008 年 1 月現在の 15 のすべてのユニオンにおける、GC へ
の参加 NBDs 普及員総数は延べ 2,991 名で、GCM1 回当り 0.87
名である。ユニオン当りの普及員数は限られており、GC 増
加に伴いすべての GCM への参加はより困難となっている状
況では、この数字は受容できる数字であると考えられる。  
・プロジェクトは GCM 当りの普及員参加者数 1 名を目指し
ている。  
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7. VC（=GC）の 80% 
がトレーニング
を受ける  

プロジェクトの中間時点として十分な達成状況である。  
・2007 年 10 月現在で、フェーズ I からの GC を含めて計 192
の GC が形成されており、このうち 20％の 45GC が GC リー
ダーの研修を終えている（2007 年 7 月、8 月及び 9 月にそれ
ぞれ 10、20 及び 15GC）。  
・プロジェクト後半でさらに多くの研修実施が計画されてお
り、2008 年 3 月及び 2009 年 3 月までにそれぞれ 100GC 及び
200GC が研修を受ける予定である。GC 数が増加しても、プ
ロジェクト終了時（2010 年 3 月）までに 300GC が研修を受
けられる予定である。  

 
 
(4) 成果 4. 「リンクモデル（LMC）の実施体制が BRDB において強化される。」  
 

指  標  達成状況  
1.Dist.DD、URDO、

ARDO が UCCM
に出席した回数  

 

Dist.DD、URDO、ARDO の出席率はそれぞれ 3％、20％及び
23％であり、まだ十分ではないが、リンクモデル、PRDP2 を
県、郡及び BRDB 職員に理解してもらうという最低の目的は
達成されていると考えられる。  

2. リ ン ク モ デ ル セ
ル に 提 出 さ れ た
リ ン ク モ デ ル に
関する Dist.DD の
報告書数  

Dist.DD、URDO、ARDO の出席率はそれぞれ 3％、20％及び
23％であり、まだ十分ではないが、リンクモデル、PRDP2 を
県、郡及び BRDB 職員に理解してもらうという最低の目的は
達成されていると考えられる。  

3. 開 催 さ れ た 会 議 
数  

リンクモデル実施体制強化のため、下記のとおり各種会議が
開催された。実施レベルでは 1）～3）の会議が、政策レベル
では 4）が開催されている。 JCC は 1 度しか開催されておら
ず、政策レベルの会議で PRDP が議論される機会は少なかっ
た。  

(1)スタディ・フォーラム：4 回（2006 年 4 月～2007 年 8
月）  

(2)週例会議：原則週 1 回（LMC、各郡事務所）  
(3)四半期会議：四半期ごと（LMC）  
(4)PRAC （ リ ン ク モ デ ル の 他 地 域 へ の 拡 大 会 議 ： 1 回

（2007 年 11 月）  
(5)JCC：1 回（2006 年 4 月）  

4. ホ ー ム ペ ー ジ の
開設  

達成されている  
・プロジェクトのホームページ（http://www.prdp2.org/）が開
設されている。現在見直し中で、2008 年に再開される予定で
ある。  
・BRBD ホームページ（http://www..brdb.gov.bd）とリンクさ
れている。  
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5. 実 施 さ れ た セ ミ
ナー数  

・以下のようなセミナー・会議が開催され、リンクモデルを
紹介･広報するという目的については BRDB 内及び郡レベル
で一定の成果をあげている。しかし本省レベルの JCC につい
ては回数が少ない。  
（1）ナショナルセミナー：2 回  
（2） JCC：1 回  
（3）県レベル JCC：1 回（Tangail 県）  
（4）郡レベル JCC：3 回（Kalihati 郡）  

・また、他の総合農村開発プロジェクト（LGSP、LDCP、CVDP）
との連携を検討する目的で、相互訪問・公開セミナー・連絡
会議が実施されている。  

6. リ ン ク モ デ ル セ
ル に よ っ て 作 ら
れ た ア ク シ ョ ン
プラン  

・LMC は PRDP2 のプロジェクト管理室で、リンクモデルに
関する行動計画は策定していない。  
・現在、BRDB がリンクモデルの拡大計画を準備している。

7.UCC 設立の官報  プロジェクト対象地以外で UCCM は設立されておらず、官報
（Gazette Notification）は発行されていない。  
・BRDB が本来業務としてリンクモデルを開始した際は、
UCCM 設立が必要であり、官報（Gazette Notification）の発行
が行われる必要がある。  

 
 
(5) 成果 5. 「リンクモデル普及のための人材育成の体制が確立される。」  
 

指  標  達成状況  
1. 整 備 さ れ た 研 修
施設  

達成されている。  
・タンガイルの女性研修所（WTI）がプロジェクト経費で改
修され、2006 年よりリンクモデル研修センター（LMTC）と
して活用されている。  

2. 作 成 さ れ た 研 修
計画  

達成されている。  
・2006 年 2 月に 5 ヵ年計画が策定され、同年 10 月に改定さ
れている。  

3. リ ク ル ー ト さ れ
た講師数  

・研修コースの講師数は確保され、研修は大きな問題なく実
施されている。  
・プロジェクトでは外部講師のほかに、プロジェクト後半は
経験を積んだ UDO を活用する方向である。また、フェーズ
１及びプロジェクトを通して技術移転されてきたプロジェク
ト雇用スタッフ（インストラクターやリサーチオフィサー）
の活用法をバ側と協議する必要があると考えられる。  

4. 作 成 さ れ た 研 修
カリキュラム数  

・2006 年 2 月に 16 の研修カリキュラムが策定されている。
その後、これらは (1)LMTC で実施するレギュラー型、(2)視察
研修型、 (39 住民からの要望を受けたフィールド型の 3 タイ
プの研修に分類、整理されている。  
・プロジェクトではプロジェクト後半は、LMTC はレギュラ
ー型研修に業務を集中、フィールド型研修は UCC 主導型の研
修として、LMTC から徐々に引き継ぐ方針を立てている。  

5.DD、AD (Training)
が UCCM と VCM
に出席した回数  

LMTC-DD、LMTC-AD とも、UCCM、GCM への参加は少なか
ったが、状況は改善されつつある。  

 

３－１－３ プロジェクト目標の達成度 
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PDM（2006 年 4 月 6 日改定）（付属資料 1）に記載されたプロジェクト目標「村落

住民と末端の農村開発行政機関を結び、村落住民の意向が開発に反映される仕組み（リ

ンクモデル）が対象地域において機能し、その普及の体制が整う」の指標達状況は以

下の通りである。  
 

指  標 達成状況 

1. リ ン ク モ デ ル 関

係 者 の 活 動 へ の

積極的参加 

 

計画された投入により計画された活動が実施されることによ

り、プロジェクト終了時には達成される見込みである。  

・下記関係者は徐々にリンクモデル活動に活発に参加するよ

うになってきている。  

郡レベル：カリハティ郡ではデータはないものUNO によれ

ば リ ン ク モ デ ル の 認 知 度 は 高 い 。 UNO及 び 各 省 担 当 官

（NBDs Of ficers）がリンクモデルの有効性を認め、積極的

に支持するようになりつつある。2007 年 11 月にはUNOの指

示により JICA専門家及びARDOが郡開発調整会議（UpDCC）

のオブザーバー･メンバーとなっている。またNBDs Of ficer

は普及員（NBDs）にUCCMへの参加と欠席した場合はその

理由を届けるよう指示している。  

ユニオンレベル：UP議長により差があるものの、UCCMが

月例会としてほぼ定期的に実施されている。  

村落レベル：GC設置数及びスキーム実施数は増加しつつあ

る。活動状況は村によって差がある。  

2. 実 施 さ れ た 村 落

開 発 活 動 の 質 及

び数  

・現時点で利用可能データは、GC 及び MD 形成数、GC 及び

UCCM スキーム実施数、GCM 開催数であり、これらの数は一

般に増加している。  

・現場で実際に GC 活動を見ている UDO によれば、多くの

GC が活発に活動している。  
3. 普 及 に 向 け た 行

動計画の内容  
リンクモデル拡大の詳細な行動計画はまだ策定されていない

が、リンクモデル拡大の計画と検討を行う委員会（PRAC）が

設置され、同委員会は PRDP2 対象地域以外の 5 ユニオンでの

拡大を決定している。  

 

３－１－４ プロジェクト実施のプロセス 

現時点までに、日本側及びバ側ともにほぼ計画通りの投入が行われ、計画にあげら

れた活動が概ね計画通り実施されてきている。  
また、実施過程においていくつかの問題はあり、一部の活動でやや進捗が遅れたも

のがあったが、現時点でプロジェクト目標の達成が阻害されるような重大な遅れはな

い。  
プロジェクトの実施過程、特に初期に生じた問題は以下のようなものである。  
・ UNO 及びオーガナイザーの離職  
・ ユニオン評議会のリンクモデルの理解不足による UCCM の運営の困難  
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・ UCCM における議長と議員メンバーの調整不足  
・ 各省機関の普及員（NBDs）の GC、MD 及び UCCM への消極的参加  
・ TAPP 数値目標の達成が優先されるあまり、時に活動の質がおろそかになる。  
 
プロジェクト管理・モニタリング体制はほぼ確立され、機能している。プロジェク

トには BRDB 内のプロジェクトの管理事務所（LMC）のほかに、3 ヶ所のフィールド

事務所とリンクモデル研修センターがあり、これらの各事務所で週例会議が行われて

いる。またすべてのプロジェクトメンバーが参加する四半期全体会議が実施されてい

る。プロジェクトの進捗及び種々の課題はこれらの会議でチェックされ協議されてい

る。また解決すべき問題がある場合にも問題は共有され適切な措置を講ずるために会

議で協議されている。  
 

３－２ 評価 5 項目の評価結果 

３－２－１ 妥当性  
本プロジェクトの妥当性は以下の理由から高いと判断される。  

 (1) プロジェクトの必要性が高い  
本プロジェクトのフェーズⅠでリンクモデルの仕組みを構築することが農村開発

に有効な戦略であることが実証されており、本プロジェクトでは郡レベルで有効で

あることを実証し、その普及の準備とすることが目的である。  
村落住民と地方行政機関のニーズは高い。バ国の農村では縦割り行政の弊害と行

政資源の不足から村落住民が必要なサービスを十分に受けられないでいると言え

る。したがって、地域住民と NBD をつなぐ仕組みを導入、構築することは適切な

ものである。現在、リンクモデルは村落レベル及び郡レベルのすべての関係者から

評価されている。  
(2) 日本のプロジェクトの優位性  

前項で述べたとおり、リンクモデルのユニオンレベルでの有効性は本プロジェク

トのフェーズⅠで検証されている。本プロジェクト類似の他のプロジェクトは、ユ

ニオンレベルの地方行政機関の強化に重点を置いているのに対し、リンクモデルは、

村落住民の参加と UCCM を通じた村落住民のニーズと各省機関のサービスの連携

をより重要視するものである。 

(3) 日本の対外援助戦略及びバ国のニーズと整合性がある 

事前評価調査の時点からバ国の国家開発戦略・貧困削減戦略等及び日本の対外援

助政策に大きな変化はない。 

 

３－２－２ 有効性  
成果の達成状況及びリンクモデルの機能の状況からみてプロジェクトの有効性は

高く、プロジェクト終了時にはプロジェクト目標が達成される見込みである。  
UCCM がプロジェクト対象地域の 15 のすべてのユニオンでほぼ毎月開催されてお

り、村落開発活動の連携のプラットフォームとして機能していると言える。ユニオン

評議会メンバー及び NBD 普及員の約 60％及び GC 代表者の約 80％が UCCM に参加し

ており、リンクモデルに対する評価は高い。  
形成された GC 及び MD のすべてが自立的になるには至っていないが、それらの一

部はすでに自分たちの村落の改善のために自らのイニシアティブで活動を行っている。
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また、関係者の間には、権利と義務、税の支払い、受益者負担、アカウンタビリティ

と透明性という意識が芽生えていると言える。  
一方、上位目標の達成は、通常プロジェクト終了後 3～5 年後のプロジェクトのイ

ンパクトとされており、この年限では難しいと考えられる。BRDB はリンクモデル推

進の活動を継続する計画を持ち、研修センターも関係者の研修に活用される見込みで

あるものの、農村開発のような分野で新しい仕組みが 3～5 年の期間で全国的に普及す

るのは難しいと考えられるからである。  
 

３－２－３ 効率性 

 達成されている成果からみて、投入は効率的に行われたと判断される。 

 しかし、UDO 及びオーガナイザーの離職は新しい人材の採用とその研修という追加

業務を要した。 

 

３－２－４ インパクト 

プロジェクトの中間評価時点ではインパクトについて判断することは困難である

が、以下のようないくつかの波及効果が見られている。負のインパクトは観察されて

いない。 

予想していなかった正のインパクト  

• 2007 年の洪水災害時、カリハティ郡では災害援助物資の配布及び災害復興に

UCC 及び GC が効果的に活用された。  
• プロジェクト対象地域の近隣ユニオンの村落住民が PRDP2 及びリンクモデル

に関心を持つようになり、URDO はこれらの近隣住民やユニオンから情報提供

の依頼を受けている。  
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３－２－５ 自立発展性 

中間評価時点においては、以下の点から活動の自立発展性はある程度高いと判断さ

れる。  

(1) BRDB はリンクモデル実施拡大の準備を開始している  
2007 年 11 月、BRDB 内に設置されたリンクモデル拡大のための委員会（PRAC）

は、リンクモデルの 5 ユニオンでの拡大実施とこれらの地域の UDO の任命を BRDB
自らの資金で行うことを決定している。さらに BRDB はリンクモデルのさらなる拡

大のためのプロジェクト提案書の策定を表明している。  

(2) プロジェクトの自立発展性確保に関しては、以下の点に言及しておく。  
• LMTC において、専門家の技術移転の対象となる実質的カウンターパートを明

確にすることが必要である。  
• プロジェクト対象地域では UDO はリンクモデル継続のための重要な要素であ

る。しかし、現段階ではプロジェクト終了後にそのポストが確保されるかどう

か明らかになっていない。 

 
３－２－６ プロジェクトの促進要因及び阻害要因  
 実施過程においてみられた促進・阻害要因は以下のとおりである。  
 
促進要因  

• 派遣された専門家のほとんどがベンガル語でそのカウンターパーやプロジェク

ト･スタッフ、さらに現場で裨益者と意思疎通ができたこと。  
• インドにおける技術交換研修がユニオン評議会議長・書記及び UDO のボトム

アップの概念の理解に役立ったこと。  
• リンクモデルはその仕組みの中に、ユニオン評議会及び村落住民に対するイン

センティブ（GC スキーム及び UCC スキーム）があり、これらがリンクモデル

のエントリーポイントとなっていること。  
• 現場レベルで JOCV がプロジェクトの「触媒」として活動していること。  

阻害要因  
• プロジェクトの初期において、JICA 専門家はプロジェクト実施の仕組みを作り

上げるのに多くの時間を費やさなくてはならず、これがプロジェクト後半の準

備状況に影響したこと。  
 

３－３ 結論 

フェーズⅠに引き続いて実施された本プロジェクトは郡レベルでのリンクモデル

の構築とその仕組みを機能させること、さらにリンクモデルの拡大の準備を目的とし

ている。プロジェクトの中間評価の時点では、プロジェクト活動はほぼ計画通りに実

施され、リンクモデルが機能し始めている。これは UCCM がユニオンレベルの関係者

の参加を得てほぼ毎月定期的に開催され、多くの関係者が UCCM 及びリンクモデルを

開発に有用と認めていることからも明らかである。特にカリハティ郡では、郡レベル

の NBD 担当官もリンクモデルを評価しており、リンクモデルの認知度も高いと見受

けられる。  
 プロジェクト後半は、将来の拡大に向けてのリンクモデルの運用システム及び人材

成システムの強化が課題である。
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第４章 提言 
 

４－１ PRDP２により得られた知見及び情報のとりまとめ 

活動の持続性を確保するために、プロジェクト活動で得られた知見と経験をとりま

とめ、計画・実施・実施過程のモニタリングを標準化することを提言する。マニュア

ル、ガイドライン及び事例研究などの資料作成及び改定にあたっては以下の点に留意

する必要がある。. 

(1) ガイドライン及びマニュアル  
メヘルプール郡及びティタシュ郡における活動は主に BRDB スタッフにより管

理されており、BRDB による将来の実施に参考となる有益な知見と経験をとりまと

めることができると考えられる。ガイドライン及びマニュアルの策定にあたって、

プロジェクトはこれらの地域についての詳細な検討を行い、教訓を導きだすことを

考慮する必要がある。  
(2) 事例研究  

成功事例を含む事例研究を、将来の他の地域での実施の参考のために取りまとめ

る必要がある。  
(3) インパクト調査  

プロジェクトの主要な目的はリンクモデルの構築とバングラデシュの地方行政シ

ステムの改善にあるが、プロジェクトの裨益者へのインパクトを測ることは重要で

ある。したがって、ベースライン調査結果に基づくインパクト調査を実施すること

を提言する。  
 

４－２ リンクモデルの適切な改良  
プロジェクトにより多くの努力がなされてきているが、将来の BRDB による実施に

むけてリンクモデルの適切な改良を検討することを提言する。すなわち、リンクモデ

ルのすべてのプロセスの最小限度化、単純化、標準化がマニュアル及びガイドライン

に反映されるようにすること。  
 

４－３ リンクモデルの段階的拡大 

BRDB によるリンクモデルの拡大は、対象地域の地域特性を考慮し、段階的に拡大

することが望ましい。  
 

４－４ UDO 及びオーガナイザーの継続 

UDO 及びオーガナイザーはリンクモデルの重要な要素であり、将来の BRDB による

リンクモデル実施には専任の UDO 及びオーガナイザーの継続的な任命が必要である。 
 
４－５ 詳細技術移転計画の必要性 

将来のリンクモデル実施にむけての BRDB の能力開発のために、日本人専門家によ

る技術移転の詳細計画を策定し、日本側とバングラデシュ側でその明確な道筋を共有

することを提言する。また、LMTC で専門家が技術移転を行うための実質的なカウン

タパートを明確にする必要がある。さらに、BRDB は将来のリンクモデルの実施に先

立ち LMTC の研修のための適格な人材を任命する必要がある。  
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４－６ 各省庁（NMD）の取組 

NBD はプロジェクトのカウンターパートと同じ役割を担っており、郡レベルでの連

携においてさらに留意が必要があり、村落住民がさらに裨益するように NBD の参加

を強化する必要がある。  
 
４－７ 地方統治支援プログラム（LGSP）との整合性 

地方統治支援プログラム（LGSP）は PRDP2 と同一のユニオンを対象としており、

LGSP の活動との一定の整合性を維持すること。フィールドレベル及び中央レベルの

両方において連携と協力を強化すること。  
 

４－８ 合同調整委員会（ JCC） 

政府開発関連部局のかかわる総合農村開発プロジェクトであるので、 JCC の定期的

開催により中央レベルにおける調整を推進するべきである。プロジェクト及びバ国側

関係者は計画通り JCC を開催することを提言する。  

 

４－９ PDM 及び PO 

プログラム関係者と PDM について協議した結果、調査団は PDM をミニッツの Annex 
1（和文は付属資料 5）のように改定することを提言する。PO は同 PDM にそって改定

されるものとする。  
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 日
本

側
実

施
機

関
:国

際
協
力

機
構
（

JI
C

A
）

 
バ

ン
グ

ラ
デ

シ
ュ

側
実

施
機

関
:バ

ン
グ

ラ
デ

シ
ュ

農
村

開
発

公
社

 
期

間
: 2

00
5
年

度
か

ら
5
年

間
 

PD
M

1 
20

06
.4

.5
  

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
要

約
 

指
標

 
指

標
デ

ー
タ

の
入
手

手
段

 
外

部
条

件
 

（
上
位

目
標

）
 

バ
ン

グ
ラ

デ
シ

ュ
国

に
お
い

て
、
地
域
の

特
性
に

応
じ
た
仕

組

み
に

よ
り

、
村

落
住

民
の
意
向

が
反
映
さ

れ
た
開

発
が
行
わ

れ

る
。

 

 1.
 

リ
ン

ク
モ

デ
ル

室
が

リ
ン

ク
モ

デ
ル

を
推

進
す

る
活

動
を

継
続

し
て

い

る
 

2.
 

研
修

施
設

が
活

発
に

活
用

さ
れ

て
い

る
 

 
1.

 
リ

ン
ク
モ

デ
ル
セ
ル

の
活
動

記
録

 
1.

 農
村
開
発

が
バ
ン
グ

ラ

デ
シ
ュ
政

府
の
政
策

と

し
て
維
持

さ
れ
る

 

（
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目

標
）

 
村

落
住

民
と

末
端

の
農
村
開

発
行
政
機

関
を
結

び
、
村
落
住

民

の
意

向
が

開
発

に
反

映
さ

れ
る

仕
組

み
(リ

ン
ク

モ
デ

ル
)が

対
象

地
域

に
お

い
て

機
能
し

、
そ
の
普

及
の
体

制
が
整
う

。
 

 1.
 

リ
ン

ク
モ

デ
ル

関
係

者
の

活
動

へ
の

積
極

的
参

加
 

2.
 

実
施

さ
れ

た
村

落
開

発
活

動
の

質
及

び
数

 
3.

 
普

及
に

向
け

た
行

動
計

画
の

内
容

 

 1.
 

質
問
票
、

イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

 
2.

 
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 
3.

 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
記
録

 

2.
 B

R
D

B
が

農
村
開
発

を
主

管
す
る
政

府
組
織
と

し

て
存
続
す

る
 

3.
 リ

ン
ク
モ

デ
ル
活
動

の

予
算
が
確

保
さ
れ
る

 

（
成
果

）
 

1.
 ユ

ニ
オ

ン
調

整
委
員

会
（

U
C

C
）

の
連

絡
調
整

を
担
う
ユ

ニ
オ

ン
開

発
官

（
U

D
O
）

及
び
オ
ー
ガ

ナ
イ
ザ

ー
(O

)が
B

R
D

B
の

行
政

官
と

し
て
育

成
さ
れ
る

。
 

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
ま

で
に

：
 

1-
1 

U
D

O
16

名
と

O
16

名
が

リ
ク

ル
ー

ト
さ

れ
る

 
1-

2 
80

％
の

U
D

O
と

O
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

週
例

会
議

と
隔

月
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
連

絡
会

議
に

出
席

す
る

 
1-

3 
U

D
O
が

B
R

D
B
に

月
間

報
告

を
提

出
す

る
 

 
1-

4 
研

修
を

受
け

た
U

D
O
、

O
の

数
 

 1-
1 

B
R

D
B
の

任
命

書
 

1-
2 

会
議
議
事

録
、
参
加

者
リ
ス

ト
 

 1-
3 

B
R

D
B
郡

事
務

所
に

提
出
さ

れ
た
報
告

書
 

 
1-

4 
研

修
記
録

 
 

4.
 各

省
の
普

及
員
が
継

続

し
て
ユ
ニ

オ
ン
に
派

遣

さ
れ
る

 

 

2.
 U

C
C
が

、
郡

、
ユ

ニ
オ
ン

(行
政

村
)、

村
落
間

の
連
携
を

強

化
す

る
土

台
と

し
て

機
能
す

る
。

 
 

2-
1 

16
の

U
C

C
が

正
式

に
形

成
さ

れ
る

 
2-

2 
関

係
者

の
出

席
率

(U
P 

60
%

, N
B

D
s 6

0%
, V

C
 6

0%
, N

G
O

s 6
0%

) 
2-

3 
16

ユ
ニ

オ
ン

に
掲

示
板

が
設

置
さ

れ
る

 
2-

4 
掲

示
さ

れ
た

情
報

数
 

2-
5 

研
修

を
受

け
た

U
C

C
M

の
参

加
者

数
(U

P,
 N

B
D

s, 
V

C
, N

G
O

s)
 

2-
6 

PR
D

P
が

U
pD

C
C
の

議
事

録
に

記
載

さ
れ

る
 

 

2-
1 

U
C

C
設

立
の

官
報

 
2-

2 
会

議
議
事

録
、
参
加

者
リ
ス

ト
 

2-
3 

U
C

C
M

議
事

録
 

2-
4 

掲
示
情
報

記
録

 
2-

5 
研

修
記
録

 
2-

6 
U

pD
C

C
議

事
録

 
 

 

3.
 村

落
開

発
委

員
会
（

V
C
）
を
中

心
と

し
て
農

村
住
民
の

開

発
プ

ロ
セ

ス
へ

の
参

加
を
確

保
す
る
仕

組
み
が

機
能
し
、

こ
の

仕
組

み
を

通
じ

て
住
民

の
生
活
の

質
が
向

上
す
る
。

3-
1 

各
ユ

ニ
オ

ン
で

V
C
が

60
%
の

村
で

形
成

さ
れ

る
 

3-
2 

開
催

さ
れ

た
V

C
M

数
 

3-
3 

形
成

さ
れ

た
女

性
部

会
数

 
3-

4 
U

C
C

M
に

提
出

さ
れ

た
V

C
ス

キ
ー

ム
計

画
書

数
 

3-
5 

実
施

さ
れ

た
V

C
ス

キ
ー

ム
数

 
3-

6 
V

C
M

に
参

加
し

た
各

省
普
及

員
数

 
3-

7 
V

C
の

80
%

 が
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
を

受
け

る
 

 

3-
1 

U
C

C
M

議
事

録
 

3-
2 

V
C

M
議

事
録

 
3-

3 
V

C
M

議
事

録
 

3-
4 

U
C

C
M

議
事

録
 

3-
5 

U
C

C
M

議
事

録
 

3-
6 

V
C

M
議

事
録
、

参
加

者
リ
ス

ト
 

3-
7 

研
修
記
録

 
 

 

4.
 リ

ン
ク

モ
デ

ル
の

実
施
体

制
が

B
R

D
B
に

お
い
て
強
化
さ

れ
る

 
4-

1 
D

is
t.D

D
、

U
R

D
O
、

A
R

D
O
が

U
C

C
M

に
出

席
し

た
回

数
 

4-
2 

リ
ン

ク
モ

デ
ル

セ
ル

に
提

出
さ

れ
た

リ
ン

ク
モ

デ
ル

に
関

す
る

D
is

t.D
D

の
報

告
書

数
 

4-
3 

開
催

さ
れ

た
会

議
数

 
4-

4 
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

開
設

 
4-

5 
実

施
さ

れ
た

セ
ミ

ナ
ー

数
 

4-
1 

U
C

C
M

参
加

者
リ
ス

ト
 

4-
2 

リ
ン

ク
モ

デ
ル

セ
ル

が
D

is
t.D

D
か

ら
受

領
し
た

リ
ン
ク
モ

デ
ル
活
動

に
関
す

る
報
告
書

 
4-

3 
会

議
議
事

録
 

4-
4 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
記
録

 
4-

5 
セ

ミ
ナ
ー

記
録

 

 

PD
M
（

和
文

）
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4-
6 

リ
ン

ク
モ

デ
ル

セ
ル

に
よ

っ
て

作
ら

れ
た

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

 
4-

7 
U

C
C
設

立
の

官
報

 
4-

8 
リ

ン
ク

モ
デ

ル
セ

ル
が

B
R

D
B
組

織
図

に
位

置
づ

け
ら

れ
る

 
4-

9 
リ

ン
ク

モ
デ

ル
の

認
知

度
が

向
上

す
る

 

4-
6 

作
成
さ
れ

た
ア
ク
シ

ョ
ン
プ

ラ
ン

 
4-

7 
発

行
さ
れ

た
官
報

 
4-

8 
B

R
D

B
組

織
図

 
4-

9 
ア

ン
ケ
ー

ト
調
査

 

5.
  
リ

ン
ク

モ
デ

ル
普
及
の

た
め
の
人

材
育
成

の
体
制
が

確

立
さ

れ
る

 
5-

1 
整

備
さ

れ
た

研
修

施
設

 
5-

2 
作

成
さ

れ
た

研
修

計
画

 
5-

3 
リ

ク
ル

ー
ト

さ
れ

た
講

師
数

 
5-

4 
作

成
さ

れ
た

研
修

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

数
 

5-
5 

D
D

, A
D

 (T
ra

in
in

g)
が

U
C

C
M

と
V

C
M

に
出

席
し

た
回

数
 

5-
1 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
記
録

 
5-

2 
研

修
セ
ン

タ
ー
活
動

記
録

 
5-

3 
研

修
セ
ン

タ
ー
活
動

記
録

 
5-

4 
研

修
セ
ン

タ
ー
活
動

記
録

 
5-

5 
U

C
C

M
、

V
C

M
議

事
録
、
参

加
者
リ
ス

ト
  

 

（
活
動

）
 

1-
1 

U
D

O
と

O
を

リ
ク
ル

ー
ト
す

る
 

1-
2 

B
R

D
B
に

お
け

る
指

示
･
命

令
系

統
を

確
立

す
る

 
1-

3 
U

D
O
と

O
に

対
す
る

研
修
を

実
施
す
る

 

（
投
入

）
 

日
本
国

 
1.

 
専

門
家

派
遣

 
(1

) 
長

期
専

門
家

 
チ

ー
フ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

 
農

村
開

発
／

住
民

参
加

 
研

修
計

画
 

業
務

調
整

／
ジ

ェ
ン

ダ
ー

 
(2

) 
短

期
専

門
家

 
 

 
 
必

要
に

応
じ

て
派

遣
 

2.
 

機
材

供
与

 
3.

 
本

邦
/第

三
国

へ
の

研
修

員
の

受
入

 
4.

 
現

地
業

務
費

 
 

 

バ
ン
グ
ラ

デ
シ
ュ
国

 
1.

 
人

員
の
配

置
 

(1
) 

U
D

O
s、

O
s 

(2
) 

カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー
ト

 
(3

) 
補

助
職
員

 
2.

 
土

地
、
建

物
、
施
設

の
提
供

 
3.

 
ロ

ー
カ
ル

コ
ス
ト

 
4.

 
関

税
 

 

5.
 研

修
を
受

け
た

U
D

O
、

O
が

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
に

継

続
し
て
勤

務
す
る

 

 
2-

1 
ユ

ニ
オ

ン
連

絡
調
整

委
員
会

（
U

C
C
）

を
形
成

す
る

 
2-

2 
U

C
C
会

議
を

開
催
し

て
関
係

者
間
の
情

報
共
有

を
図
る

2-
3 

掲
示

板
を

設
置

し
て

情
報
を

公
開
す
る

 
2-

4 
U

C
C

M
に

集
ま

る
ア

ク
タ
ー

に
対
し
研

修
を
実

施
す
る

2-
5 

郡
開

発
評

議
会

（
U

pD
C

C
）

に
参
加
す

る
 

（
前
提

条
件

）
 

6.
 農

村
住
民

が
プ
ロ
ジ

ェ

ク
ト
に
反

対
し
な
い

 

7.
 U

D
O
、

O
、
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー
ト
、
補
助
職
員

を
含

む
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の

人

員
を
雇
用

す
る
予
算

が

バ
ン
グ
ラ

デ
シ
ュ
政

府

に
よ
っ
て

確
保
さ
れ

る
 

3-
1 

V
C
を

形
成

す
る

 
3-

2 
V

C
に

お
け

る
女
性
部

会
の
形

成
を
促
進

す
る

 
3-

3 
V

C
に

よ
る

村
落
小
規

模
イ
ン

フ
ラ
事
業

(V
C
ス

キ
ー

ム
)の

計
画

策
定

を
推

奨
す
る

 
3-

4 
村

落
小

規
模

イ
ン
フ

ラ
事
業

(V
C
ス

キ
ー
ム

)を
実
施

す

る
 

3-
5 

V
C
に

よ
る

N
B

D
ｓ

(各
省

普
及
員

)へ
の

ア
ク
セ

ス
を
支

援
す
る

 
3-

6 
V

C
に

対
し

研
修
を
実

施
す
る

 
4-

1 
リ

ン
ク

モ
デ

ル
セ
ル

の
機
能

強
化
を
行

う
 

4-
1-

1 
対

象
地

域
に

お
け
る

U
C

C
と

V
C
の
活

動
を
モ
ニ
タ

リ

ン
グ

し
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク
を

行
う

 
4-

1-
2 
各

種
会

合
を

定
期
的
に

開
催
す
る

 
4-

1-
3 
リ

ン
ク

モ
デ

ル
の
広
報

活
動
を
行

う
 

4-
2 

 
 リ

ン
ク

モ
デ

ル
セ
ル

が
中
心
と

な
っ
て

リ
ン
ク
モ

デ
ル

が

制
度

化
さ

れ
る

準
備

を
整
え

る
 

5-
1 

研
修

施
設

を
整

え
る

 
5-

2 
研

修
計

画
を

完
成
さ

せ
る

 
5-

3 
講

師
を

リ
ク

ル
ー
ト

す
る

 
5-

4 
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を
作

成
す
る

 
5-

5 
教

材
を

作
成

す
る

 
5-

6 
研

修
結
果

を
モ
ニ
タ

リ
ン
グ

･
評

価
す
る
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2
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日
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Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
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Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

中
間

評
価

20
05

年
8月

に
公

募
実

施
退

職
者

の
採

用
を

20
07

年
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に
実

施
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年
9月

に
採

用
試

験
実

施
退

職
者

の
採

用
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年
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に
実

施
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年
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月
に

採
用

退
職
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採
用
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07
年
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実
施
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年
12

月
か

ら
1月

に
か

け
て

、
ユ

ニ
オ

ン
に

配
属
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07

年
7月

に
配

置
転

換

20
06

年
6月

ま
で

に
報

告
体

制
が

整
っ

た

特
記

事
項

活
動

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

（
日

本
の

会
計

年
度

）
進

捗
20

05
20

06
20

07
20

08
20
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1.
 U

D
O
と

O
が

B
R

D
B
の

行
政

官
と

し
て

位
置

づ
け

ら
れ

る 1-
1 

  U
D

O
と

O
を

リ
ク

ル
ー

ト
す

る

1-
1-

1 
役

職
を

公
募

す
る

1-
1-

2 
候

補
者

を
面

接
す

る

1-
1-

3 
雇

用
手

続
を

と
る

1-
2 

  B
RD

B
に

お
け

る
指

示
命

令
系

統
を

確
立

す
る

1-
2-

1 
U

D
O
、

O
を

ユ
ニ

オ
ン

に
配

置
す

る

1-
2-

2 
B

RD
B
の

関
係

職
員

に
通

知
す

る

1-
2-

3 
現

場
（

U
D

O
)か

ら
中

央
（

LM
C

)へ
の

報

告
方

法
を

確
立

す
る

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
  

PO
に

基
づ
く

活
動
実
績
（

20
08
年

2月
中

間
評

価
事

前
資

料
）

　 ●

20
05

年
10

、
11

月
に

研
修

実
施

20
07

年
6月

補
充

採
用

者
の

研
修

　 ●
　 ●

　 ●
　 ●

　 ●
●

計
6回

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

研
修

を
実

施

着
任

後
専

門
家

・
イ

ン
ス

ト
ラ

ク
タ

ー
に

よ
る

現
場

の
O

JT
を

継
続

　 ●
　 ●

　 ●
　 ●

　 ●
●

計
6回

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

研
修

を
実

施

中
間

評
価

全
ユ

ニ
オ

ン
で

ユ
ニ

オ
ン

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

作
成

済
み 20

05
年

12
月

か
ら

20
06

年
1月

に
か

け
て

対
象

ユ

ニ
オ

ン
で

順
次

実
施

20
05

年
11

月
以

降
、

15
ユ

ニ
オ

ン
で

毎
月

開
催

U
D

O
/O
は

U
C

C
関

係
者

を
定

期
的

に
訪

問
し

て
い

る U
C

C
M
で

は
随

時
必

要
に

応
じ

て
掲

示
板

設
置

を

決
定

し
て

い
る

V
C
設

立
な

ど
随

時
必

要
に

応
じ

て
設

置
さ

れ
て

い
る

20
08

年
6月

を
目

途
に

掲
示

板
の

維
持

管
理

・

運
用

に
つ

い
て

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
予

定

2-
2 

 U
C

C
会

議
を

開
催

し
て

関
係

者
の

情
報

共
有

を

図
る

2-
2-

1 
U

C
C
会

議
を

毎
月

開
催

す
る

2-
2-

2 
U

D
O
、

O
が

定
期

的
に

関
係

者
を

訪
問

す

る

2-
3 

  掲
示

板
を

設
置

し
て

情
報

を
公

開
す

る

2-
3-

1 
U

C
C

 で
掲

示
板

の
設

置
場

所
を

決
定

す

る2-
1-

1 
ユ

ニ
オ

ン
事

前
調

査
を

実
施

す
る

1-
3 

  U
D

O
/0
に

対
す

る
研

修
を

実
施

す
る

1-
3-

1 
オ

リ
エ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

を
行

う

1-
3-

2 
技

術
研

修
を

行
う

1-
3-

3 
現

場
研

修
を

行
う

2-
3-

2 
掲

示
板

を
設

置
す

る

1-
3-

4 
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

研
修

を
行

う

2.
 U

C
C
が

機
能

す
る

2-
1-

2 
ユ

ニ
オ

ン
オ

リ
エ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

を
実

施
す

る

2-
1 

  ユ
ニ

オ
ン

調
整

委
員

会
（

U
C

C
)を

形
成

す
る

2-
3-

3 
掲

示
板

を
維

持
管

理
し

、
情

報
を

更
新

す
る
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Ⅳ

特
記

事
項

活
動

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

（
日

本
の

会
計

年
度

）
進

捗
20

05
20

06
20

07
20

08
20

09

20
06

年
8月

以
降

20
07

年
10

月
ま

で
に

98
名

が
研

修
受

講

　 ●
　 ●

　 ●

議
長

と
書

記
対

象
の

西
ベ

ン
ガ

ル
・

シ
ラ

ズ
ゴ

ン
ジ

視
察

、
ス

キ
ー

ム
予

算
公

開
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

実
施

20
07

年
12

月
、

20
08

年
1月

に
議

員
対

象
の

研

修
終

了
予

定

20
06

年
2，

3月
に

新
規

ユ
ニ

オ
ン

の
フ

ェ
ー

ズ
1

の
4ユ

ニ
オ

ン
へ

の
訪

問
実

施

　 ●

20
07

年
5月

予
算

公
開

に
際

し
前

年
度

の
ス

キ
ー

ム
の

レ
ビ

ュ
ー

実
施

今
後

、
バ

側
会

計
年

度
に

あ
わ

せ
た

U
C

C
M
で

の
年

間
事

業
計

画
作

成
時

に
レ

ビ
ュ

ー
を

行
う

20
07

年
11

月
以

降
、

カ
リ

ハ
テ

ィ
で

は
専

門

家
、

A
R

D
O
が

メ
ン

バ
ー

と
な

り
、

リ
ン

ク
モ

デ
ル

が
通

常
議

題
と

さ
れ

て
い

る

U
R

D
O
は

メ
ン

バ
ー

で
あ

り
、

毎
月

出
席

し
て

い

る 中
間

評
価

ま
で

は
各

U
C

C
M
を

軌
道

に
乗

せ
る

業

務
に

集
中

し
た

た
め

郡
と

の
リ

ン
ク

は
後

半
に

実
施

中
間

評
価

設
立

希
望

の
村

か
ら

世
帯

調
査

を
実

施
し

て
い

る

2-
5 

  郡
開

発
評

議
会

（
U

pD
C

C
)に

参
加

す
る

2-
4-

1 
U

R
D

O
が

毎
月

U
pD

C
C
に

出
席

す
る

2-
4-

2 
U

pD
C

C
の

情
報

を
12

ユ
ニ

オ
ン

の
U

C
C

に
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

す
る

2-
4 

  U
C

C
M
に

集
ま

る
ア

ク
タ

ー
に

対
し

研
修

を

実
施

す
る

2-
4-

1 
N

B
D
普

及
員

に
対

す
る

研
修

を
行

う

2-
4-

2 
U

P議
長

と
議

員
に

対
す

る
研

修
を

行
う

2-
4-

3 
U

C
C

M
エ

ク
ス

チ
ェ

ン
ジ

研
修

を
行

う

2-
4-

4 
U

C
C

M
 レ

ビ
ュ

ー
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を

行
う

3.
 G

C
の

形
成

及
び

そ
の

強
化

3-
1 

  G
C
を

形
成

す
る

3-
1-

1 
世

帯
調

査
を

実
施

す
る

15
ユ

ニ
オ

ン
で

19
2G

C
が

設
立

G
C
の

7割
程

度
が

定
期

的
に

会
議

を
開

催

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

後
半

は
数

の
増

加
よ

り
も

優
良

M
D
の

育
成

を
強

化
す

る

15
ユ

ニ
オ

ン
で

87
グ

ル
ー

プ
が

形
成

G
C

M
の

通
常

議
題

と
さ

れ
て

い
る

G
C
も

あ
り

、

女
性

対
象

研
修

に
つ

い
て

は
G

C
M
で

決
定

さ
れ

20
07

年
度

よ
り

ス
キ

ー
ム

予
算

公
開

、
U

C
C
で

の
年

間
事

業
計

画
作

成
を

促
進

し
て

い
る

　 ●

採
用

後
の

研
修

で
LG

ED
の

協
力

を
得

た
ス

キ
ー

ム
技

術
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
作

成
に

当
た

り
、

LG
ED

の
協

力
を

得
る

予
定

ス
キ

ー
ム

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
策

定
、

改
訂

を
得

て
使

用
さ

れ
て

い
る

20
07

年
10

月
ま

で
に

15
ユ

ニ
オ

ン
で

計
15

8ス
キ

ー
ム

が
申

請

15
8ス

キ
ー

ム
す

べ
て

に
SI

Tが
結

成
さ

れ
た

U
D

O
/O
が

行
っ

て
い

る

20
07

年
10

月
ま

で
に

15
ユ

ニ
オ

ン
で

15
8ス

キ
ー

ム
が

実
施

3-
4-

1 
U

C
C
が

G
C
か

ら
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
提

案
書

を
受

領
す

る

3-
4-

2 
U

C
C
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

管
理

委
員

会

（
SI

T)
を

設
置

す
る

3-
4-

3 
G

C
に

対
し

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

設
計

積

算
の

支
援

を
す

る

3-
4-

4 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

実
施

す
る

3-
3-

2 
小

規
模

イ
ン

フ
ラ

整
備

に
つ

い
て

政
府

関
係

部
局

と
の

連
携

を
保

つ

3-
1-

2 
G

C
を

形
成

す
る

3-
1-

3 
G

C
会

議
を

毎
月

開
催

す
る

3-
2 

  G
C
に

お
け

る
女

性
部

会
の

形
成

を
促

進
す

る

3-
2-

1 
女

性
メ

ン
バ

ー
に

女
性

部
会

の
形

成
を

奨
励

す
る

3-
2-

2 
女

性
部

会
が

毎
月

会
合

を
開

く
こ

と
を

奨
励

す
る

3-
2-

3 
女

性
部

会
が

村
落

会
議

で
活

動
を

報
告

す
る

こ
と

を
奨

励
す

る

3-
3 

  G
C
に

よ
る

小
規

模
イ

ン
フ

ラ
事

業
（

G
C
ス

キ
ー

ム
）

の
計

画
策

定
を

推
奨

す
る

3-
3-

1 
G

C
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

提
案

書
を

U
C

C
に

提
出

す
る

よ
う

奨
励

す
る

3-
4 

  小
規

模
イ

ン
フ

ラ
事

業
（

G
C
ス

キ
ー

ム
）

を

実
施

す
る

26



Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

特
記

事
項

活
動

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

（
日

本
の

会
計

年
度

）
進

捗
20

05
20

06
20

07
20

08
20

09

U
D

O
/O
に

よ
り

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
が

行
わ

れ
て

い

る

N
B

D
の

よ
り

積
極

的
な

参
加

の
た

め
に

、
郡

N
B

D
の

巻
き

込
み

を
20

07
年

12
月

よ
り

開
始

20
07

年
10

月
ま

で
に

15
ユ

ニ
オ

ン
で

の
べ

13
49

名

の
N

B
D

sが
G

C
M
出

席

フ
ィ

ー
ル

ド
提

案
型

研
修

と
し

て
15

ユ
ニ

オ
ン

で

計
33

回
実

施

各
G

C
4名

に
対

し
研

修
実

施
、

45
G

C
計

17
4名

が

受
講

複
数

G
C
に

よ
り

1周
年

記
念

の
会

議
、

ア
ン

ブ
レ

ラ
G

C
会

議
を

通
じ

て
レ

ビ
ュ

ー
が

不
定

期
に

行

バ
側

会
計

年
度

に
あ

わ
せ

て
年

間
事

業
計

画
策

定
を

今
後

は
促

進
し

て
ゆ

く

M
D
代

表
者

研
修

計
3回

、
女

性
対

象
の

技
術

ト

レ
ー

ニ
ン

グ
（

縫
製

・
生

活
改

善
・

栄
養

な
ど

）
施

中
間

評
価

4.
 実

施
体

制
の

強
化

4-
1 

  リ
ン

ク
モ

デ
ル

室
の

機
能

強
化

を
行

う

4-
1-

1 
LM

C
の

職
員

を
確

定
す

る

3-
6-

2 
技

術
研

修
を

行
う

3-
6-

3 
レ

ビ
ュ

ー
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
行

う

3-
6-

4 
M

D
 ト

レ
ー

ニ
ン

グ
を

行
う

3-
5 

 G
C
に

よ
る

N
B

D
ｓ

（
各

省
普

及
員

）
へ

の
ア

ク
セ

ス
を

支
援

す
る

3-
5-

1 
U

C
C

M
で

決
定

さ
れ

た
N

B
D
ｓ

の
村

落
委

員
会

訪
問

が
実

行
さ

れ
る

よ
う

に
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

す
る

3-
5-

2 
N

B
D
ｓ

の
村

落
委

員
会

訪
問

を
モ

ニ

タ
ー

す
る

3-
6 

 G
C

/M
D
に

対
し

て
研

修
を

実
施

す
る

3-
6-

1 
エ

ク
ス

チ
ェ

ン
ジ

研
修

を
行

う

20
06

年
6月

ま
で

に
報

告
体

制
が

整
っ

た

バ
側

C
Pに

よ
り

定
期

的
に

現
場

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

が
実

施
さ

れ
て

い
る

20
07

年
11

月
ま

で
に

計
6回

開
催

20
06

年
5月

H
P開

設
、

ニ
ュ

ー
ス

は
20

07
年

6月
ま

で
毎

月
発

行

現
在

ニ
ュ

ー
ス

の
発

刊
形

式
に

つ
い

て
検

討
中

20
05

年
11

月
に

15
ユ

ニ
オ

ン
の

U
C

C
設

立
の

官
報

が
発

行

●
中

央
の

JC
C
は

20
06

年
4月

に
開

催
さ

れ
た

タ
ン

ガ
イ

ル
県

で
は

1回
、

カ
リ

ハ
テ

ィ
郡

で

は
3回

開
催

さ
れ

て
い

る

R
D

C
D
と

の
連

携
を

中
心

に
促

進
さ

れ
た

B
R

D
B
に

よ
り

タ
ン

ガ
イ

ル
県

5ユ
ニ

オ
ン

へ
の

リ
ン

ク
モ

デ
ル

拡
大

計
画

が
作

成
さ

れ
た

不
定

期
に

情
報

交
換

を
実

施
し

て
い

る

20
07

年
2月

C
IR

D
A

P調
整

に
よ

り
関

連
4プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
連

携
会

議
が

発
足

、
相

互
視

察
と

会
議

を
開

催
　 ●

●
20

05
年

12
月

イ
ン

セ
プ

シ
ョ

ン
セ

ミ
ナ

ー
、

20
07

年
10

月
中

間
セ

ミ
ナ

ー

4-
2-

1 
必

要
な

官
報

発
行

の
準

備
を

す
る

4-
2-

2 
合

同
調

整
委

員
会

を
開

催
す

る

4-
1-

2 
指

揮
命

令
系

統
を

確
立

す
る

4-
1-

3 
U

C
C
、

V
C
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

･
フ

ィ
ー

ド

バ
ッ

ク
を

行
う

4-
1-

4 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
会

議
（

Q
ua

rta
ry
）

を
定

期
的

に
開

催
す

る

4-
2-

7 
対

外
向

け
セ

ミ
ナ

ー
を

開
催

す
る

4-
2-

8 
視

察
を

受
け

入
れ

る

4-
1-

5 
リ

ン
ク

モ
デ

ル
の

広
報

活
動

を
す

る

4-
2 

  リ
ン

ク
モ

デ
ル

室
が

中
心

と
な

っ
て

リ
ン

ク

モ
デ

ル
が

制
度

化
さ

れ
る

準
備

を
整

え
る

4-
2-

3 
関

係
省

庁
と

の
連

携
を

図
る

4-
2-

4 
リ

ン
ク

モ
デ

ル
普

及
の

た
め

の
活

動
計

画
を

作
成

す
る

4-
2-

5 
他

機
関

の
情

報
収

集
と

情
報

交
換

を
行

う 4-
2-

6 
JI

C
A

/ド
ナ

ー
の

他
案

件
と

の
連

携
を

は

か
る
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Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

特
記

事
項

活
動

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

（
日

本
の

会
計

年
度

）
進

捗
20

05
20

06
20

07
20

08
20

09

中
間

評
価

20
05

年
度

に
改

修
工

事
終

了

20
06

年
９

月
に

LM
TC

の
組

織
体

制
が

整
っ

た

20
06

年
2月

に
5カ

年
計

画
が

作
成

、
そ

の
後

必
要

に
応

じ
て

修
正

さ
れ

て
い

る

20
06

年
５

月
以

降
、

毎
週

会
議

が
開

か
れ

て
い

る

外
部

講
師

は
N

B
D
研

修
が

中
心

で
あ

り
、

今
後

は
U

D
O
経

験
者

を
講

師
と

し
て

も
育

成
し

て
ゆ

主
と

し
て

N
B

D
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
実

施
に

当
た

り
、

協
力

を
得

て
い

る

5-
2-

3 
LM

TC
と

定
期

的
に

会
合

を
開

く

5.
 人

材
育

成
体

制
の

確
立

5-
2 

  研
修

計
画

を
完

成
さ

せ
る

5-
3-

2 
人

材
リ

ス
ト

を
作

成
す

る

5-
3-

3 
各

研
修

の
講

師
を

リ
ク

ル
ー

ト
す

る

5-
2-

1 
PR

D
Pフ

ェ
ー

ズ
1の

研
修

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

を
精

査
す

る

5-
2-

2 
研

修
の

5年
計

画
と

年
間

計
画

を
作

成
す

る

5-
3 

  講
師

を
リ

ク
ル

ー
ト

す
る

5-
3-

1 
B

RD
TI

, B
A

U
, B

A
R

D
, R

D
A

, 他
関

係
機

関
と

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

築
く

5-
1 

  研
修

施
設

を
整

え
る

5-
1-

1 
TT

Cの
施

設
を

改
修

す
る

5-
1-

2 
W

TI
職

員
と

の
協

力
関

係
を

築
く

今
後

終
了

後
の

研
修

の
レ

ビ
ュ

ー
を

行
い

、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

取
り

ま
と

め
て

ゆ
く

採
用

後
研

修
時

に
作

成
し

、
20

07
年

補
充

採
用

研

修
時

に
見

直
し

20
06

年
8月

に
開

始

20
07

年
12

月
、

20
08

年
1月

に
議

員
に

対
す

る
研

修
を

実
施

計
42

G
C
に

対
し

研
修

実
施

20
06

年
5月

以
降

、
毎

週
会

議
を

開
催

20
06

年
に

リ
ン

ク
モ

デ
ル

の
ド

キ
ュ

メ
ン

タ
リ

ー

を
作

成
し

、
教

材
と

し
て

使
用

し
て

い
る

研
修

記
録

は
LM

TC
に

保
管

さ
れ

て
い

る

研
修

終
了

後
LM

TC
で

レ
ビ

ュ
ー

が
実

施
さ

れ
て

い
る

不
定

期
に

U
C

C
M
、

G
C

M
を

視
察

し
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

実
施

し
て

い
る

LM
C
会

議
に

LM
TC

か
ら

も
出

席
、

情
報

共
有

を

図
っ

て
い

る

5-
4 

  カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
作

成
す

る

5-
5-

1既
存

の
研

修
教

材
を

収
集

す
る

5-
5-

2 
LM

TC
の

教
材

作
成

を
支

援
す

る

5-
4-

1 
U

D
O
、

FA
の

研
修

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
作

成
す

る

5-
4-

2 
N

B
D
普

及
員

の
研

修
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

作
成

す
る

5-
4-

3 
U

P議
長

と
議

員
の

研
修

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
作

成
す

る

5-
4-

4 
村

落
委

員
会

の
研

修
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

作
成

す
る

5-
4-

5 
LM

TC
と

定
期

的
に

会
合

を
開

く

5-
5 

  教
材

を
作

成
す

る

5-
6-

3 
U

C
C

M
、

V
C

M
を

視
察

し
研

修
成

果
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

を
行

う

5-
6-

4 
研

修
事

業
に

つ
い

て
LM

C
と

緊
密

な
連

携
を

す
る

5-
6 

  研
修

結
果

を
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

評
価

す
る

5-
6-

1 
研

修
記

録
を

作
成

す
る

5-
6-

2 
研

修
前

後
の

評
価

を
す

る

5-
5-

3 
視

聴
覚

教
材

を
作

成
す

る
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